
平成２１年２月定例県議会付議案

議案第 １号 平成２１年度鳥取県一般会計予算

議案第 ２号 同 鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計予算

議案第 ３号 同 鳥取県公債管理特別会計予算

議案第 ４号 同 鳥取県給与集中管理特別会計予算

議案第 ５号 同 鳥取県母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算

議案第 ６号 同 鳥取県天神川流域下水道事業特別会計予算

議案第 ７号 同 鳥取県中小企業近代化資金助成事業特別会計予算

議案第 ８号 同 鳥取県農業改良資金助成事業特別会計予算

議案第 ９号 同 鳥取県林業・木材産業改善資金助成事業特別会計予算

議案第１０号 同 鳥取県県営林事業特別会計予算

議案第１１号 同 鳥取県県営境港水産施設事業特別会計予算

議案第１２号 同 鳥取県沿岸漁業改善資金助成事業特別会計予算

議案第１３号 同 鳥取県港湾整備事業特別会計予算

議案第１４号 同 鳥取県収入証紙特別会計予算

議案第１５号 同 鳥取県県立学校農業実習特別会計予算

議案第１６号 同 鳥取県育英奨学事業特別会計予算

議案第１７号 同 鳥取県営電気事業会計予算

議案第１８号 同 鳥取県営工業用水道事業会計予算

議案第１９号 同 鳥取県営埋立事業会計予算

議案第２０号 同 鳥取県営病院事業会計予算

議案第２１号 平成２０年度鳥取県一般会計補正予算

議案第２２号 同 鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計補正予算

議案第２３号 同 鳥取県公債管理特別会計補正予算

議案第２４号 同 鳥取県収入証紙特別会計補正予算

議案第２５号 同 鳥取県母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計補正予算

議案第２６号 同 鳥取県天神川流域下水道事業特別会計補正予算

議案第２７号 同 鳥取県県営林事業特別会計補正予算

議案第２８号 同 鳥取県県営境港水産施設事業特別会計補正予算

議案第２９号 同 鳥取県育英奨学事業特別会計補正予算

議案第３０号 同 鳥取県営電気事業会計補正予算
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議案第３１号 同 鳥取県営工業用水道事業会計補正予算

議案第３２号 同 鳥取県営埋立事業会計補正予算

議案第３３号 同 鳥取県営病院事業会計補正予算

議案第３４号 鳥取県大規模集客施設立地誘導条例の設定について（景観まちづくり課）

都市機能の流出・拡散を抑制し、もってコンパクトなまちづくりの推進に資することを目的とし

て、大規模集客施設の立地について、基本方針を定め、県、市町村、事業者及び県民の責務を明ら

かにするとともに、広域的な見地からこれを適切な場所へと誘導するために必要な事項等を定める

ものである。

（概 要）

①立地要件

総床面積による規模の区分に応じて、人口・公共交通機関・道路整備等必要な要件を備えた場

所に立地させること。

②施設設置者の設置届提出及び住民説明会開催の義務

③知事の意見・勧告・中止命令

知事は、住民説明会及び関係市町村の意見及び見解を踏まえ、届出施設の設置について意見

を述べ、必要な措置をとるよう勧告し、大規模集客施設の設置の中止等を命ずることができる。

[平成 21年４月１日施行]

議案第３５号 鳥取県市街化区域と一体的な地域等に係る開発許可等の基準に関する条例の設定について

（景観まちづくり課）

市街化調整区域に係る開発行為等の許可について、審査基準の明確化及び審査事務の迅速化を図

るため、都市計画法の規定により県の条例で定めることができる開発行為等の許可の基準に関し必

要な事項を定めるものである。

（条例で定める市街化調整区域に係る開発行為等の許可基準）

①市街化区域と一体的な区域として指定する土地の区域

・50以上の建築物がそれぞれ50m以内の距離で連たんする区域のうち、市街化区域からの距離が

１km以内の場所にある土地を含む町、大字等の区域 など

②指定区域において支障があると認められる予定建築物の用途

・地階を除く階数が３以下の建築主が自己の居住の用に供する住宅以外の用途

③市街化を促進するおそれがないと認められる開発行為等

・市街化調整区域に居住する者の２親等以内にある者の分家住宅

・大規模連たん区域における建築主が自己の居住の用に供する住宅又は小規模な工場等

・既存建築物の増築又は改築 など

[平成 21年 10 月１日施行 ほか]
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議案第３６号 鳥取県基金条例の一部改正について（財政課）

国の緊急的な生活対策及び雇用対策等に伴い、新たに基金を設置するなど所要の改正を行うもの

である。

（概 要）

①鳥取県障害者自立支援対策臨時特例基金の設置目的及び処分事由に、「福祉・介護人材確保に関

すること」を加える。

②次のとおり新たに基金を設置する。

名 称 設置目的

鳥取県地域活性化・生活対

策臨時基金

地域の活力を維持・再生するために、地域の諸課題に柔軟に対

応して県民の生活基盤の整備を図り、もって県民生活の向上に

資すること。

鳥取県安心こども基金 保育所の計画的な整備等を実施するとともに、認定こども園等の

新たな保育需要に対応するなど、子どもを安心して育てることが

できるような体制整備を行うこと。

鳥取県消費者行政活性化基

金

消費生活相談の複雑化・高度化に対応して、消費生活相談窓口の

機能強化等を図ること。

[規則で定める日から施行]

議案第３７号 鳥取県基金条例の一部改正について（財政課）

鳥取県介護保険財政安定化基金について、平成 12年度からの国、県、市町村の拠出金により市町

村の介護保険財政の安定化に資する事業に必要な費用が積み立てられたことから、拠出金の拠出率

を見直して、市町村からの拠出金を徴収しないこととする。（現行の拠出率 標準給付費等の

1/1,000）

[平成 21年４月１日施行]

議案第３８号 鳥取県公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正について（人事・評価室）

職員を派遣することができる公益的法人等を変更する等、所要の改正を行うものである。

（概 要）

・智頭急行株式会社への退職派遣に係る規定を削除

・財団法人鳥取県部落開放研究所を派遣することができる公益的法人から削除

[平成 21 年４月１日施行]

議案第３９号 職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について（給与室）

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の改正等により、保健所に勤務する保

健師が結核患者に対する発生時調査及び入院勧告の業務を行うこととなったことにかんがみ、当該

業務についても防疫等業務手当の支給対象とするものである。（現行 家庭を訪問して行う療養指導

業務のみ支給対象）

[平成 21 年４月１日施行]
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議案第４０号 職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正について（給与室）

平成 21 年４月から職員の勤務時間を７時間 45 分/日に変更する（現行 ８時間/日）ことに伴い、

関係する条例について、所要の改正を行う。

（概 要）

・教員特殊業務手当の改正

・修学部分休業を承認する場合の単位時間の改正

・育児短時間勤務の例により短時間勤務をする職員の取り扱いの改正

[公布施行]

議案第４１号 鳥取県知事等の給与及び旅費等に関する条例及び知事等の退職手当に関する条例の

一部改正について（給与室）

①知事及び副知事の給与について、他の都道府県との均衡等を考慮し、給料月額・退職手当の配

分を見直す。

②海区漁業調整委員会及び内水面漁場管理委員会の報酬月額について、知事等の給与に関する有

識者会議で出された意見を考慮し、引下げを行う。

[平成 21 年４月１日施行]

議案第４２号 鳥取県職員定数条例の一部改正について（業務効率化室）

平成 21 年度の組織改正等に伴い、職員定数の見直しを行うものである。

（概 要）

知事部局 51人減 ほか

[平成 21 年４月１日施行]

議案第４３号 鳥取県行政組織条例の一部改正について（業務効率化室）

平成 21 年度の組織改正等に伴い、部局の所掌事務等の見直しを行うものである。

（概 要）

平成 21 年度中の会計管理者制度への移行に合わせ、会計に関する業務を会計管理者へ一元化す

るため、所掌事務を見直すものである。

[平成 21 年４月１日施行]

議案第４４号 鳥取県人権尊重の社会づくり条例の一部改正等について（人権推進課）

県内に暮らすすべての者一人ひとりの人権が尊重される社会づくりを推進するため、人権救済条

例見直し検討委員会の意見等を踏まえ、人権に関する相談について規定する等、所要の改正を行う

ものである。

（概 要）

①相談による支援を充実する仕組を規定

・県民の人権に関する各般の問題の相談に応じる相談窓口を設置

・関係機関と緊密に連携した相談事案の解決促進のための支援を実施

②関係条例の廃止

・「鳥取県人権侵害救済推進及び手続に関する条例」及び「鳥取県人権侵害救済推進及び手続に

関する条例等の停止に関する条例」を廃止

[平成 21 年４月１日施行]
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議案第４５号 鳥取県統計調査条例等の一部改正について（統計課）

統計法の全部改正に伴い、県統計調査の対象者の秘密を保護しつつ、統計作成の効率化と県統計

調査の記入者の負担の軽減を図るため、所要の改正を行うものである。

（概 要）

①県統計調査と誤認させる調査（いわゆる「かたり調査」）を禁止する。

②調査実施機関において、県統計調査によって収集した調査票情報の二次利用ができるようにす

る。

③公的機関の求めにより、調査実施機関は県統計調査に係る調査票情報を利用した統計の作成等を

行うことができる。

④学術研究の発展に資すると認められる場合等には、一般からの委託に応じ、県統計調査に係る

調査票情報を利用して、統計の作成等を行うことができる。

・統計表の作成を職員が行う場合には、51,000円に統計表１表につき20,400円を加えた額、そ

の他要した費用を手数料として徴す。

⑤罰則規定の追加及び変更

追 加

・「かたり調査」：２年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金

変 更

区 分 現 行 改正後

県統計調査の報告を求められた者の報告を妨げ

た者

県統計調査に関する業務に従事する者で当該県

統計調査の結果をして真実に反するものたらし

める行為をした者

20万円以下の罰金

県統計調査の報告を拒み、又は虚偽の報告をした

者

立入検査等を拒み、妨げ又は忌避等をした者

６月以下の懲役若しく

は禁錮又は10万円以下

の罰金

10万円以下の罰金

[平成 21 年４月１日施行 ほか]

議案第４６号 鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部改正について

（自治振興課、長寿社会課）

介護保険法の一部改正により、介護サービス事業者に対し業務管理体制の整備等が義務付けられ

たことに伴い、関係する事務を新たに南部箕蚊屋広域連合に移譲するものである。

（移譲する事務）

・事業廃止時における介護サービス事業者及び関係者相互間の連絡調整等

・介護サービス事業者の業務管理体制の整備に関する事項についての届出の受理

・介護サービス事業者に対する業務管理体制の整備に係る報告等の命令及び立入検査

・介護サービス事業者に対する業務管理体制の整備に係る勧告及び命令等

[平成 21 年５月１日施行]
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議案第４７号 鳥取県市町村交付金条例の一部改正について（自治振興課）

平成 20 年度限りで効力を失う本条例について、引き続き、市町村が自らの意思及び判断で行うべ

き事業に対する交付金を交付するため、平成 23年度末まで期限を延長するものである。

[公布施行]

議案第４８号 鳥取県心身障害者扶養共済制度に関する条例の一部改正について（障害福祉課）

年金の受領等の手続を円滑に行い、心身障害者の生活の安定と福祉の増進等を図るため、心身障

害者扶養共済制度加入者が年金管理者（心身障害者に代わって年金を受領し、及び管理する者）を

２人（現行 １人）まで指定することができるよう改正するものである。

[平成 21 年４月１日施行]

議案第４９号 鳥取県小規模作業所運営事業助成条例の一部改正について（障害福祉課）

平成 20年度限りで効力を失う本条例について、引き続き、在宅の障害者等の活動の場を確保し、

もって障害者等の社会参加の促進を図るため、平成 23年度末まで期限を延長するものである。

[公布施行]

議案第５０号 鳥取県認可外保育施設運営事業助成条例の一部改正について（子育て支援総室）

入所児童数の少ない小規模な保育施設における保育環境を整備し、もって入所児童の福祉の向上

を図るため、助成の対象を見直す等、所要の改正を行うものである。

（概 要）

・条例名を「鳥取県届出保育施設等運営事業助成条例」に改める。

・助成対象となる届出保育施設等の要件を、「知事が別に定める要件を満たすもの」（現行 入所

児童が 10人以上等）とする。

・少なくとも３年ごとに、本条例の規定及び実施状況について検討を加え、必要な措置を講ずる

規定を追加する。

[平成 21 年４月１日施行]

議案第５１号 鳥取県環境美化の促進に関する条例の一部改正について（循環型社会推進課）

八頭町が、本条例に相当する条例（環境美化を目的とし、空き缶等をみだりに投棄することを禁

止する条例）を制定し、環境美化の促進に取り組むことにかんがみ、八頭町の区域については本条

例の規定を適用しないこととするものである。

[平成 21 年４月１日施行]
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議案第５２号 鳥取県食品衛生法施行条例の一部改正について（くらしの安心推進課）

食の安心に対する消費者の信頼の確保を図るため、飲食店営業等の許可に際しての営業許可証の

交付及び掲示について本条例に明記するなど、所要の改正を行うものである。

（概 要）

・飲食店営業等の許可を行ったときは、営業許可証を交付する。

・飲食店営業等の許可を受けた者は、営業許可証等を掲示しなければならない。

・自動車又は自動販売機による営業に係るものであるときは、併せて、営業許可標識を交付する。

（以上、現行は規則等で規定）

・営業許可証等再交付手数料の新設

区 分 単 位 金 額

営業許可証又は営業許可標識の再交付又は書換交付 １件につき １，７００円

[平成 21 年４月１日施行]

議案第５３号 鳥取県理容師法施行条例及び鳥取県美容師法施行条例の一部改正について

（くらしの安心推進課）

理容師又は美容師が出張して理容又は美容を行う場合の衛生環境を確保するため、これらについ

て届出を義務付ける等、所要の改正を行うものである。

（概 要）

・出張して理容又は美容の業を行う理容師又は美容師は知事に届け出て、衛生確保についての検

査及び確認を受けなければならない。

・県は、出張理容（美容）を行うために使用する設備、用具等を管理する場所、出張理容（美容）

を行う場所等に立ち入り、衛生措置の実施状況を検査することができる。

・出張理容（美容）の届出をしなかった者又は虚偽の届出をした者及び検査を拒み、妨げた者は、

30 万円以下の罰金に処する。

・出張理容（美容）の検査及び確認証交付手数料の新設

区 分 単 位 金 額

出張理容（美容）の検査 １件につき １３，２００円

確認証の再交付、追加交付及び書換交付 １件につき １，７００円

[平成 21年 10 月１日施行 ほか]

議案第５４号 鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正について（住宅政策課）

①市町村が管理を代行するもの以外の県営住宅について、鳥取県住宅供給公社がその管理を行う

ことができるよう所要の改正を行う。

②老朽化した県営住宅の廃止及び町への県営住宅の無償譲渡に伴い、所要の改正を行う。

（廃止・無償譲渡する県営住宅）

名 称 理 由

田後港団地 老朽化により廃止

東郷団地 湯梨浜町へ無償譲渡

東伯団地

浦安団地

城山団地

成美団地

琴浦町へ無償譲渡

[平成 21 年４月１日施行 ほか]
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議案第５５号 鳥取県間伐材搬出促進事業助成条例の一部改正について（林政課）→（森林・林業総室）

平成 20 年度限りで効力を失う本条例について、引き続き、森林の育成及び資源の有効利用を図る

ため、所要の改正を行い、期限を延長するものである。

（概 要）

・本条例の期限を平成 22年度末まで延長する

・補助金の額を、「知事が別に定める額を限度」とする（現行 4,000 円/ を限度）

[平成 21 年４月１日施行 ほか]

議案第５６号 鳥取県営境港水産物地方卸売市場の設置等に関する条例の一部改正について（水産課）

①鳥取県地方卸売市場条例の一部を改正する条例が平成 21 年４月１日から施行されることに伴

い、鳥取県営境港水産物地方卸売市場に係る委託手数料の額の決定に関する事項及び周知に関

する事項を定めるものである。

②卸売市場法の一部改正に伴い、中央卸売市場における卸売業者による委託手数料以外の報償の

収受を禁止する規制が廃止されたことにかんがみ、本県においても同様の措置を講ずることと

するものである。

[平成 21 年４月１日施行]

議案第５７号 鳥取県採石条例の一部改正について（治山砂防課）

平成 20 年度限りで効力を失う本条例について、引き続き採石場及び周辺地域における安全性の確

保を図るため、失効期限を定めた規定を削るものである。

[公布施行]
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議案第５８号 鳥取県手数料徴収条例の一部改正について（指導管理課）→（会計指導課）

受益と負担の公平確保を図るため、これまで手数料を徴収していなかった各種手数料を新たに徴

収するとともに、既存の手数料の額を見直す等所要の改正を行うものである。

（手数料の概要）

設 定

区 分 単 位 金 額

准看護師再教育研修の実施等

准看護師再教育研修の実施

戒告処分を受けた者に対する研修 １件につき ４８，０００円

上記以外の者に対する研修 １件につき ８６，０００円

准看護師再教育研修を修了した旨の登録 １件につき ５，６００円

准看護師再教育研修修了登録証の書換交付 １件につき ３，４００円

准看護師再教育研修修了登録証の再交付 １件につき ４，１００円

教育職員の普通免許状又は特別免許状の更新等

普通免許状に係る所要資格を得た日の翌日から起算して

10 年を経過する日の属する年度の末日を経過した者に対

する免許状の授与

１件につき ３，３００円

普通免許状又は特別免許状の有効期間の更新 １件につき ３，３００円

普通免許状又は特別免許状の有効期間の延長 １件につき ２，０００円

旧免許状所持現職教員に対する免許状の更新講習修了の

確認

１件につき ３，３００円

更新講習修了確認を受けずに修了確認期限を経過した旧

免許状所持者が免許状更新講習の課程を修了した後２年

２月の期間内にあることについての確認

１件につき ３，３００円

旧免許状所持現職教員に係る免許状更新講習の修了確認

期限の延期

１件につき ２，０００円

旧免許状所持現職教員のうち免許状更新講習を受ける必

要がない者の認定

１件につき ３，３００円

引上げ

金 額
区 分 単 位

現 行 改正後

火薬類製造保安責任者試験又は火薬類取扱保安責任者

試験の実施

１件につき 12,000 円 17,000 円

２級建築士試験及び木造建築士試験の実施 １件につき 15,100 円 16,900 円
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引下げ

金 額
区 分 単 位

現 行 改正後

高圧ガス製造保安責任者試験等の実施

書面により受験願書を提出する場合

乙種化学責任者免状に係るもの １件につき 10,000 円 9,000 円

丙種化学責任者免状に係るもの １件につき 9,400 円 8,400 円

乙種機械責任者免状に係るもの １件につき 10,000 円 9,000 円

第２種冷凍機械責任者免状に係るもの １件につき 10,000 円 9,000 円

第３種冷凍機械責任者免状に係るもの １件につき 9,400 円 8,400 円

第１種販売主任者免状に係るもの １件につき 8,500 円 7,600 円

第２種販売主任者免状に係るもの １件につき 6,700 円 6,000 円

電子情報処理組織により受験願書を提出する場合

乙種化学責任者免状に係るもの １件につき 9,500 円 8,500 円

丙種化学責任者免状に係るもの １件につき 8,900 円 7,900 円

乙種機械責任者免状に係るもの １件につき 9,500 円 8,500 円

第２種冷凍機械責任者免状に係るもの １件につき 9,500 円 8,500 円

第３種冷凍機械責任者免状に係るもの １件につき 8,900 円 7,900 円

第１種販売主任者免状に係るもの １件につき 8,000 円 7,100 円

第２種販売主任者免状に係るもの １件につき 6,200 円 5,500 円

液化石油ガス設備士試験の実施

書面により受験願書を提出する場合 １件につき 23,000 円 20,700 円

電子情報処理組織により受験願書を提出する場合 １件につき 22,500 円 20,200 円

狩猟免許の交付に係る事務

第１種銃猟免許又は第２種銃猟免許の交付

既に狩猟免許を有している者等 １件につき 4,000 円 3,900 円

上記以外の者 １件につき 5,300 円 5,200 円

狩猟免状の再交付 １件につき 1,100 円 1,000 円

狩猟免許の更新 １件につき 2,900 円 2,800 円

狩猟者の登録 １件につき 1,900 円 1,800 円

[平成 21 年４月１日施行 ほか]

議案第５９号 鳥取県警察職員定員条例の一部改正について（警察本部会計課）

警察法施行令の一部改正に伴い、地方警察職員たる警察官の定員を改めるとともに、業務の見直

し等に伴い、一般職員の定員を改めるものである。

（概 要）

警 察 官 現 行 1,180 人 → 改正後 1,190 人（＋10人）

一般職員 現 行 236 人 → 改正後 233 人（△３人）

[平成 21 年４月１日施行]
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議案第６０号 鳥取県警察手数料条例の一部改正について（警察本部会計課）

道路交通法の一部改正に伴い、運転免許証更新時における認知機能検査手数料等を新たに設定す

るとともに、既存の手数料の額を見直す等所要の改正を行うものである。

（手数料の概要）

設 定

区 分 単 位 金 額

認知機能検査の実施（75歳以上） １件につき ６５０円

認知機能検査を行う者に対する講習 １時間につき ７００円

認知機能検査の結果に基づく高齢者講習（75 歳以上）（※）

小型特殊自動車免許以外の第一種運転免許又は第二種運転

免許を受けている者に対するもの

１件につき ５，３５０円

小型特殊自動車免許のみを受けている者に対するもの １件につき ２，３５０円

改 正

現 行 改正後
区 分

単 位 金 額 単 位 金 額

高齢者講習（※を除く）

小型特殊自動車免許以外の第一

種運転免許又は第二種運転免許

を受けている者に対するもの

１時間につき 2,050 円 １件につき 5,800 円

小型特殊自動車免許のみを受け

ている者に対するもの

１時間につき 1,500 円 １件につき 2,350 円

加齢に伴って生ずる身体の機能の低

下が自動車等の運転に影響を及ぼし

ていると認められるかどうかの確認

及びその結果に基づく指導を行うチ

ャレンジ講習

１回につき 2,750 円 １回につき 2,650 円

チャレンジ講習の受講結果確認書の

交付を受けた者を対象とする簡易講

習

１時間につき 1,400 円 １時間につき 1,500 円

自動車運転代行業の認定 １件につき 16,000 円 １件につき 13,000 円

[平成 21 年６月１日施行 ほか]

議案第６１号 鳥取県立博物館の設置及び管理に関する条例の一部改正について（博物館）

鳥取県立博物館の利用者の利便性の向上を図るため、博物館の開館時間の延長を行うものである。

（概 要）

開館時間
区 分

現 行 改正後

土曜日 午前９時～午後７時

日曜日
４月１日から

10 月 31 日まで
祝 日

午前９時～午後５時

特別展示期間中：午前９時～午後７時

上記以外の期間：午前９時～午後５時

上記以外 午前９時～午後５時 午前９時～午後５時（変更なし）

[平成 21 年４月１日施行]
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議案第６２号 鳥取県営病院事業の設置等に関する条例の一部改正について（病院局総務課）

医療法施行令の一部改正等に伴い、病院で標榜する診療科名を改める等、所要の改正を行うもの

である。

（概 要）

診療科名
区 分

現 行 改正後
備 考

― 病理診断科 新設

― 臨床検査科 新設

― 救急科 新設

循環器科 心臓内科 名称変更

耳鼻咽喉科 耳鼻いんこう科 名称変更

呼吸器科 ― 廃止（内科に統合）

鳥取県立中央病院

消化器科 ― 廃止（内科に統合）

― 呼吸器内科 新設

― 消化器外科 新設

循環器科 循環器内科 名称変更

鳥取県立厚生病院

耳鼻咽喉科 耳鼻いんこう科 名称変更

[平成 21 年４月１日施行]

議案第６３号 鳥取県病院局企業職員定数条例の一部改正について（病院局総務課）

医師、医療技術員等の増員等を行い、診療機能の充実強化を図るため、病院局の職員の定数を見

直すものである。

（概 要）

現 行 949 人 → 改正後 967 人（＋18人）

[平成 21 年４月１日施行]

議案第６４号 鳥取県スポーツセンター設置条例の廃止について（教育総務課）

スポーツセンターの廃止に伴い、本条例を廃止するものである。（教育機関として設置していた「ス

ポーツセンター」を廃止し、新たに教育委員会事務局内に「スポーツ振興課」を設置することによ

り、学校体育とスポーツの連携強化など、本県スポーツをより一層推進する。）

[平成 21 年４月１日施行]

議案第６５号 財産を無償で貸し付けること（（元）皆生温泉公園）について（財源確保室）

貸 付 先：米子市 個人（皆生プレイパーク運営委員会代表）

貸 付 財 産：普通財産

所在地 種 類 数 量

米子市皆生温泉町三丁目 土 地 17,034.50 ㎡

貸 付 期 間：平成 21年４月１日から平成 26 年３月 31 日（５年間）

無償貸付理由：県有財産の有効活用と維持管理費の低減を図るとともに、年間を通じたスポーツ

イベントや青少年育成活動等を通して地域の活性化を図る目的で設立された皆生

プレイパーク運営委員会の活動の用に供するため、同委員会に無償で貸し付けよ

うとするものである。
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議案第６６号 財産を無償で貸し付けること（（元）鳥取農業高等学校実習農園）について（財源確保室）

貸 付 先：鳥取市 個人（山王団地自治会会長）

貸 付 財 産：普通財産

所在地 種 類 数 量

鳥取市湖山町南三丁目 土 地 1,709.40 ㎡

貸 付 期 間：平成 21年４月１日から平成 24 年３月 31 日（３年間）

無償貸付理由：当該土地は埋蔵文化財の調査中であり、処分又は利活用ができないため、土地の

活用策等が決定されるまでの間、維持管理費の低減及び防犯対策を図る観点から、

山王団地自治会に無償で貸し付けようとするものである。

議案第６７号 財産を無償で貸し付けること（放牧場用地及び施設）について（畜産課）

貸 付 先：財団法人鳥取県畜産振興協会

貸 付 財 産：普通財産

名 称 所在地 種 類

鳥取放牧場 鳥取市越路ほか

鳥取放牧場河合谷牧野 鳥取市国府町雨滝

鳥取放牧場兵円牧野 鳥取市河原町北村ほか

鳥取放牧場俵原牧野 東伯郡三朝町俵原

大山放牧場 西伯郡伯耆町小林ほか

土地、牧柵、給水施設、

畜舎、堆肥舎、肥料庫、

看視舎 等

貸 付 期 間：平成 21年４月１日から平成 25 年３月 31 日まで（４年間）

無償貸付理由：放牧事業の弾力的な運営を図るため、育成放牧事業を実施している当該法人に、当

該事業の用に供する放牧場の土地及び施設を引き続き無償で貸し付けようとする

ものである。

議案第６８号 財産を無償で譲渡すること（県営住宅東郷団地）について（住宅政策課）

相 手 方：湯梨浜町

譲 渡 財 産：普通財産

所在地 種 類 数 量

土 地 3,545.76 ㎡東伯郡湯梨浜町大字中興寺

建 物 1,142.56 ㎡（８棟 16 戸）

無償譲渡理由：既に管理代行制度を導入し、湯梨浜町が実態として町営住宅と同様の管理を行っ

ている当該県営住宅について、町が地域の実情に応じた住宅施策を行えるよう、

無償で譲渡するものである。
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議案第６９号 財産を無償で譲渡すること（県営住宅東伯団地、浦安団地、城山団地及び成美団地）

について（住宅政策課）

相 手 方：琴浦町

譲 渡 財 産：普通財産

名 称 所在地 種 類 数 量

土 地 1,857.60 ㎡県営住宅東伯団地 東伯郡琴浦町

大字逢束 建 物 1,521.70 ㎡（２棟 22戸）

土 地 5,031.42 ㎡県営住宅浦安団地 東伯郡琴浦町

大字下伊勢 建 物 2,078.54 ㎡（２棟 27戸）

土 地 4,949.12 ㎡県営住宅城山団地 東伯郡琴浦町

大字太一垣 建 物 1,895.32 ㎡（９棟 22戸）

土 地 6,882.84 ㎡県営住宅成美団地 東伯郡琴浦町

大字出上ほか 建 物 2,150.87 ㎡（13 棟 27戸）

無償譲渡理由：既に管理代行制度を導入し、琴浦町が実態として町営住宅と同様の管理を行って

いる当該県営住宅について、町が地域の実情に応じた住宅施策を行えるよう、無

償で譲渡するものである。

議案第７０号 財産を無償で譲渡すること（林道猫山線）について（林政課）→（森林・林業総室）

相 手 方：八頭町

譲 渡 財 産：普通財産

名 称 所在地 種 類 数 量

林道猫山線（山志谷工区） 八頭郡八頭町山志谷 土 地 2,838.28 ㎡

無償譲渡理由：工事完了後は市町村へ引き渡すことを前提に実施している県営林道事業につい

て、林道猫山線の完成区間を、無償で譲渡するものである。

議案第７１号 財産を無償で譲渡すること（林道窓山線）について（林政課）→（森林・林業総室）

相 手 方：日南町

譲 渡 財 産：普通財産

名 称 所在地 種 類 数 量

林道窓山線（新屋工区） 日野郡日南町新屋 土 地 1,815.00 ㎡

林道窓山線（上萩山工区） 日野郡日南町上萩山 土 地 1,428.29 ㎡

無償譲渡理由：工事完了後は市町村へ引き渡すことを前提に実施している県営林道事業につい

て、林道窓山線の完成区間を、無償で譲渡するものである。

議案第７２号 林道開設工事に伴う損害の賠償に係る和解について（林政課）→（森林・林業総室）

和解の相手方：八頭郡智頭町 企業

和解 の要 旨：和解の相手方は、損害賠償金 351,750 円を県に支払う。

事件 の概 要：和解の相手方が施工した平成 19年度因美（西宇塚工区）林道開設工事に瑕疵が

あり、同工区間で実施した法面緑化工事の施工面積が増大したため、県に当該増

大面積に係る法面緑化工事の追加費用が発生した。

和解の相手方には、施工管理における注意義務を怠った過失が認められるため、

県に生じた損害の賠償について和解するものである。
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議案第７３号 史跡妻木晩田遺跡復元建物実施設計に伴う損害の賠償に係る和解について（文化財課）

和解の相手方：東京都千代田区 企業

和解 の要 旨：和解の相手方は、損害賠償金 1,151,850 円を県に支払う。

事件 の概 要：和解の相手方が県に納入した、史跡妻木晩田遺跡妻木山地区復元建物実施設計業

務の成果物に瑕疵があり、当該成果物に基づき施工した工事において、基礎コン

クリートの解体及び再設置等の追加費用が発生した。

和解の相手方には、設計図面の作成及び照査において注意義務を怠った過失が認

められるため、県に生じた損害の賠償について和解するものである。

議案第７４号 全国自治宝くじ事務協議会及び西日本宝くじ事務協議会を設ける普通地方公共団体の数の

増加並びに全国自治宝くじ事務協議会規約及び西日本宝くじ事務協議会規約の変更に関す

る協議について（財政課）

全国自治宝くじ事務協議会及び西日本宝くじ事務協議会に、新たに岡山市を加えることに伴い、

全国自治宝くじ事務協議会規約及び西日本宝くじ事務協議会規約の一部を変更するため、地方自治

法第 252 条の６の規定により、議会の議決を求めるものである。

議案第７５号 県営土地改良事業等の施行に伴う市町村負担金についての議決の一部変更について

（耕地課）

平成 21 年度から実施する北栄町桜池の整備事業について、市町村の受益を伴わない隣接する県道

の改修費に市町村負担金を徴しない（現行 事業費の 100 分の 14 に相当する額）こととするよう、

土地改良法第 91 条第 6項において準用する同法第 90 条第 10項の規定により、議会の議決を求める

ものである。

議案第７６号 特定漁港漁場整備事業に係る費用の一部負担に関し同意することについて（水産課）

水産庁が行う特定漁港漁場整備事業に係る費用の一部を県が負担することについて、漁港漁場整

備法第 20条第３項の規定により、議会の議決を求めるものである。

県負担額：平成 21年度事業費 1,000,000,000 円のうち 45,500,000 円（45.5/1,000）を限度とし

た額

議案第７７号 包括外部監査契約の締結について（行政監察室）

包括外部監査人と契約を締結するため、地方自治法第 252 条の 36 第１項の規定により、議会の議

決を求めるものである。

契約 の目 的：当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告

契約 の始 期：平成 21年４月１日

契 約 金 額：10,500,000 円を上限として、基本費用、執務費用及び実費の額を合算して算定

した額

契約の相手方：勝部 不二夫 公認会計士
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議案第７８号 鳥取県税条例等の一部改正について（税務課）

平成 21年度地方税法等の一部改正等に伴い、所要の改正を行うものである。

（概 要）

①地方税法の一部改正に伴う事項

・個人県民税における住宅ローン特別控除の創設

・上場株式等の譲渡益・配当に係る軽減税率の特例措置の延長及び軽減税率適用範囲の拡大

・不動産取得税の宅地評価に係る課税標準の特例措置及び軽減税率の特例措置の延長

・道路特定財源の一般財源化に伴い、自動車取得税及び軽油引取税を目的税から普通税へ移行

するための規定の整備

②法人の県民税均等割についての地縁団体に対する軽減措置を整理し、公益法人制度改革に対応

するための所要の改正

・収益事業を行わない地縁団体に対する法人県民税均等割の課税免除

・収益事業を行わない公益社団法人及び公益財団法人等に対する法人県民税均等割の減免

措置

[地方税法等の一部を改正する法律の施行の日から施行 ほか]
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報 告 事 項

報告第１号 議会の委任による専決処分の報告について

（１）損害賠償に係る和解について（平成２１年２月３日専決）（福祉保健課）

和解の相手方：甲 鳥取市 個人

乙 東京都港区 企業

和解 の要 旨：甲は、損害賠償金 320,000 円を乙に支払う。（県過失０割）

乙は、賃貸借契約中途解約金 124,503 円について、甲が乙に支払う損害賠償金をも

って充て、県に請求しない。

事故 の概 要：平成 20 年 12 月 25 日、東部総合事務所の職員が、公務のため賃貸借契約により乙か

ら借り受けている軽貨物自動車を運転中、前方反対車線を走行していた甲所有の軽

乗用自動車が、中央線を越えて走行してきたことにより衝突し、双方の車両が破損

したものである。

（２）鳥取県進学奨励資金貸付金の返還請求等に係る和解について（平成２１年２月３日専決）

（人権教育課）

和解の相手方：南部町 個人 連帯保証人 １名

和解 の要 旨：和解の相手方は、連帯して未返還金及び督促申立費用等 5,478,610 円について、平

成 21年３月から全額返還するまで毎月 25,000 円ずつ県に支払うこと。

（３）鳥取県進学奨励資金貸付金の返還請求等に係る訴えの提起について（平成２１年２月３日専決）

（人権教育課）

相 手 方：借受者の連帯保証人 １名

訴え の内 容：鳥取県進学奨励資金貸付金の借受者の連帯保証人に対し、当該貸付金の返還及び訴

訟費用の負担を求めるとともに、仮執行の宣言を求める。

（４）鳥取県進学奨励資金貸付金の返還請求等に係る訴えの提起について（平成２１年２月３日専決）

（人権教育課）

相 手 方：借受者の連帯保証人 １名

訴え の内 容：鳥取県進学奨励資金貸付金の借受者の連帯保証人に対し、当該貸付金の返還及び訴

訟費用の負担を求めるとともに、仮執行の宣言を求める。
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